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第一部 【企業情報】

第1 【企業の概況】

1 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第93期第2四半期
連結累計期間

第94期第2四半期
連結累計期間

第93期

会計期間
自  平成23年4月1日
至  平成23年9月30日

自  平成24年4月1日
至  平成24年9月30日

自  平成23年4月1日
至  平成24年3月31日

売上高 (百万円) 44,087 36,486 80,160

経常損失(△) (百万円) △4,808 △5,870 △11,320

四半期(当期)純損失(△) (百万円) △19,603 △6,320 △28,684

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △21,438 △6,808 △30,444

純資産額 (百万円) 57,992 42,177 48,986

総資産額 (百万円) 114,700 113,031 105,250

1株当たり四半期
(当期)純損失(△)

(円) △456.79 △147.27 △668.40

潜在株式調整後1株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 50.6 37.3 46.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,148 6,273 3,541

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,209 △1,813 △4,277

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,591 △313 3,076

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 21,058 23,416 19,490

　

回次
第93期
第2四半期
連結会計期間

第94期
第2四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年7月1日
至  平成23年9月30日

自  平成24年7月1日
至  平成24年9月30日

1株当たり四半期純損失(△) (円) △423.41 △66.07

(注) 1．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

2．売上高には、消費税等は含まれておりません。

3. 潜在株式調整後1株当たり四半期(当期)純利益については、1株当たり四半期(当期)純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

　

2 【事業の内容】

当第2四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業

の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第2 【事業の状況】

1 【事業等のリスク】

当第2四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

2 【経営上の重要な契約等】

当第2四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

3 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第2四半期連結累計期間におけるグローバル経済情勢は、米国経済が力強さに欠ける緩やかな回復

にとどまり、欧州では緊縮財政や債務問題の長期化の影響で景気悪化が続いております。また、中国を

はじめ新興国においても景気減速が続く状況となりました。わが国経済については、内需に牽引されて

緩やかな景気の持ち直しが見られたものの、海外経済の減速や円高の影響で景況感は悪化し、先行き不

透明な状況が続いております。

当社グループが主力としているパソコンやスマートフォンなどのコンシューマー・エレクトロニク

スの分野では、製品需要の急激な変動や製品・サービスの低価格化が進行しております。これらの要因

が生産効率の悪化と価格引き下げの圧力となって、売上高と利益の両面に重大な影響を与えており、業

績の回復には至りませんでした。また、最新鋭の姫路工場では8月上旬から新型静電容量タッチパネル

の量産体制に入り早期の立ち上げに取り組みましたが、十分な成果には及びませんでした。第3四半期

からは本格的な量産体制を確立する見込みであります。

これらの結果、当第2四半期連結累計期間の業績は、売上高は364億86百万円(前年同四半期比17.2%

減)、利益面では営業損失は50億80百万円(前年同四半期は41億81百万円の営業損失)、経常損失は58億

70百万円(前年同四半期は48億8百万円の経常損失)、四半期純損失は63億20百万円(前年同四半期は196

億3百万円の四半期純損失)となりました。

　
セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

産業資材

産業資材は、プラスチック製品などの表面を加飾する技術を柱とし、一方で機能フィルムなどへも事

業領域を拡大していくセグメントであります。プラスチックの成形と同時に転写を行うIMDは、グロー

バル市場でノートパソコン、携帯電話、自動車(内装)、家電製品などに広く採用されております。

当第2四半期連結累計期間においては、主力である個人用ノートパソコンの需要がやや持ち直したも

のの、携帯電話向けの需要が低迷しました。

その結果、当第2四半期連結累計期間の連結売上高は149億3百万円(前年同四半期比28.9%減)となり、

セグメント利益(営業利益)は3億30百万円(前年同四半期は1億10百万円のセグメント損失(営業損失))

となりました。
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ディバイス

ディバイスは、タッチ入力ディバイスFineTouchを中心とし、精密で機能性を追求したディバイスを

提供していくセグメントであります。グローバル市場でスマートフォン、タブレット端末、携帯ゲーム

機などに採用されております。

当第2四半期連結累計期間においては、携帯ゲーム機向けの需要は堅調でしたが、スマートフォン向

けなどの従来型静電容量タッチパネルが引き続き厳しい競争のもとにあり、低調に推移しました。

その結果、当第2四半期連結累計期間の連結売上高は129億68百万円(前年同四半期比10.5%減)とな

り、セグメント損失(営業損失)は27億77百万円(前年同四半期は14億41百万円のセグメント損失(営業

損失))となりました。

　
情報コミュニケーション

情報コミュニケーションは、お客さま企業の広告宣伝、販売などによるコミュニケーション活動全般

をサポートするセールスプロモーションやWebソリューション、商業印刷、出版印刷のほか、文化財のデ

ジタルアーカイブ製作も手がけております。

当第2四半期連結累計期間においては、主力の商業分野で国内景気の低迷による企業の広告費圧縮、

情報メディアの多様化による印刷物の減少などの影響があり、受注競争は厳しいものとなりました。

その結果、当第2四半期連結累計期間の連結売上高は85億73百万円(前年同四半期比0.6%増)となり、

セグメント損失(営業損失)は93百万円(前年同四半期は1億27百万円のセグメント損失(営業損失))と

なりました。

　
(2) 財政状態の分析

当第2四半期連結会計期間末における総資産は1,130億31百万円となり前連結会計年度末(平成24年3

月期末)に比べ77億80百万円増加しました。

流動資産は557億5百万円となり前連結会計年度末に比べ76億55百万円増加しました。主な要因は、受

取手形及び売掛金が44億31百万円、現金及び預金が39億29百万円増加したこと等によるものでありま

す。

固定資産は573億26百万円となり前連結会計年度末に比べ1億25百万円増加しました。主な要因は、投

資その他の資産のその他に含まれる長期預金が15億円、時価の変動等により投資有価証券が10億79百

万円減少した一方、有形固定資産が32億3百万円増加したこと等によるものであります。

当第2四半期連結会計期間末における負債は708億54百万円となり前連結会計年度末に比べ145億89

百万円増加しました。

流動負債は614億18百万円となり前連結会計年度末に比べ150億14百万円増加しました。主な要因は、

支払手形及び買掛金が33億40百万円、その他に含まれる設備未払金が31億31百万円増加したこと等に

よるものであります。

固定負債は94億35百万円となり前連結会計年度末に比べ4億24百万円減少しました。主な要因は、投

資有価証券の時価の変動等によりその他に含まれる繰延税金負債が1億97百万円減少したこと等によ

るものであります。

当第2四半期連結会計期間末における純資産は421億77百万円となり前連結会計年度末に比べ68億8

百万円減少しました。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第2四半期連結累計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前

連結会計年度末に比べ39億26百万円増加し、234億16百万円となりました。

当第2四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであ

ります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は62億73百万円(前年同四半期比12.2%減)となりました。これは減価償

却費を40億48百万円、仕入債務の純増額として33億10百万円を計上したこと等によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は18億13百万円(前年同四半期比49.9%増)となりました。これは定期預

金の払戻による収入として15億円計上した一方、有形及び無形固定資産の取得として34億83百万円を

支出したこと等によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は3億13百万円(前年同四半期比80.3%減)となりました。これはリース

債務の返済により3億11百万円支出したこと等によるものであります。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第2四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　
(5) 研究開発活動

当第2四半期連結累計期間の研究開発費の総額は16億92百万円であります。

なお、当第2四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第3 【提出会社の状況】

1 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 180,000,000

計 180,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第2四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年9月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 45,029,49345,029,493

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)

権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式
単元株式数　100株

計 45,029,49345,029,493 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年7月1日～
平成24年9月30日

― 45,029 ― 5,684 ― 7,115
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成24年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

TAIYO　FUND, L.P.
40 RAGSDALE DRIVE, SUITE 200 MONTEREY,
CA 93940 US

3,691 8.19

鈴木興産株式会社 京都市北区等持院東町21 2,563 5.69

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2丁目1-1 2,341 5.20

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1丁目1-5 2,076 4.61

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海1丁目8-11 1,710 3.79

株式会社京都銀行 京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700 1,442 3.20

ニッシャ共栄会 京都市中京区壬生花井町3 1,014 2.25

DIC株式会社 東京都中央区日本橋3丁目7-20 905 2.01

王子製紙株式会社 東京都中央区銀座4丁目7-5 894 1.98

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内1丁目2番1号 808 1.79

計 ― 17,446 38.74

(注)  1. 当社は、平成24年9月30日現在で、自己株式2,114千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合4.69％)を所

有しており、上記大株主からは除外しております。

2. 上記株式会社みずほ銀行の所有株式は、同行が退職給付信託の信託財産として拠出しているものであります

(株主名簿上の名義は、みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 みずほ銀行口 再信託受託者 資産管理サービ

ス信託銀行株式会社であります)。

3. ニッシャ共栄会は、当社の取引先持株会であります。

4. 上記DIC株式会社の所有株式は、同社が退職給付信託の信託財産として拠出しているものであります(株主名

簿上の名義は、日本マスタートラスト信託銀行株式会社(退職給付信託口・DIC株式会社口)であります)。

5. 王子製紙株式会社は、平成24年10月1日に王子ホールディングス株式会社に商号変更されております。

6. タイヨウ・ファンド・マネッジメント・カンパニー・エルエルシー及びその共同保有者であるタイヨウ・ブ

ルー・ジー・ピー・エルエルシーから平成24年5月24日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書の変

更報告書により、平成24年5月17日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社とし

て当第2四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができておりません。

なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

　

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
(千株)

株券等保有割合
(％)

タイヨウ・ファンド・
マネッジメント・
カンパニー・エルエルシー

アメリカ合衆国、ワシントン州98033、カークラ
ンド、キャリロンポイント5300

3,283 7.29

タイヨウ・ブルー・ジー・
ピー・エルエルシー

アメリカ合衆国、デラウェア州19808、ウィルミ
ントン、スート400、センターヴィルロード2711

264 0.59
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

2,114,200
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

42,859,400
428,594同上

単元未満株式
普通株式

55,893
― 1単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 45,029,493― ―

総株主の議決権 ― 428,594 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が24株含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本写真印刷株式会社

京都市中京区壬生花井町
3番地

2,114,200― 2,114,2004.69

計 ― 2,114,200― 2,114,2004.69

　

2 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第4 【経理の状況】

1．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

2．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第2四半期連結会計期間(平成24年7月1日から

平成24年9月30日まで)及び第2四半期連結累計期間(平成24年4月1日から平成24年9月30日まで)に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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1【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年3月31日)

当第2四半期連結会計期間
(平成24年9月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 19,735 23,664

受取手形及び売掛金 ※2
 17,034

※2
 21,466

商品及び製品 3,744 3,220

仕掛品 3,018 3,690

原材料及び貯蔵品 1,609 1,945

その他 3,098 1,924

貸倒引当金 △190 △206

流動資産合計 48,050 55,705

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 18,755 18,281

機械装置及び運搬具（純額） 10,789 14,414

工具、器具及び備品（純額） 1,496 1,348

土地 6,387 6,327

リース資産（純額） 2,965 2,669

建設仮勘定 3,130 3,687

有形固定資産合計 43,524 46,727

無形固定資産

のれん 58 29

ソフトウエア 4,348 3,740

その他 187 376

無形固定資産合計 4,593 4,146

投資その他の資産

投資有価証券 6,661 5,581

その他 2,855 1,307

貸倒引当金 △434 △436

投資その他の資産合計 9,081 6,452

固定資産合計 57,200 57,326

資産合計 105,250 113,031
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年3月31日)

当第2四半期連結会計期間
(平成24年9月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 13,556

※2
 16,897

短期借入金 25,094 25,091

未払法人税等 148 176

賞与引当金 967 922

その他 6,638 18,331

流動負債合計 46,404 61,418

固定負債

退職給付引当金 5,734 5,796

その他 4,125 3,639

固定負債合計 9,859 9,435

負債合計 56,264 70,854

純資産の部

株主資本

資本金 5,684 5,684

資本剰余金 7,355 7,355

利益剰余金 38,029 31,709

自己株式 △2,925 △2,926

株主資本合計 48,143 41,823

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,807 2,182

為替換算調整勘定 △1,964 △1,828

その他の包括利益累計額合計 842 353

純資産合計 48,986 42,177

負債純資産合計 105,250 113,031
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第2四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第2四半期連結累計期間
(自 平成23年4月1日
　至 平成23年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自 平成24年4月1日
　至 平成24年9月30日)

売上高 44,087 36,486

売上原価 42,462 35,758

売上総利益 1,625 728

販売費及び一般管理費 ※1
 5,806

※1
 5,808

営業損失（△） △4,181 △5,080

営業外収益

受取利息 31 38

受取配当金 121 61

その他 171 79

営業外収益合計 324 179

営業外費用

支払利息 64 87

投資有価証券評価損 16 233

為替差損 856 568

その他 14 81

営業外費用合計 952 970

経常損失（△） △4,808 △5,870

特別利益

固定資産売却益 9 166

投資有価証券売却益 － 9

国庫補助金 159 159

特別利益合計 169 336

特別損失

固定資産除売却損 802 123

固定資産圧縮損 156 152

関係会社清算損 209 －

事業構造改善費用 ※2
 9,678 －

特別損失合計 10,846 276

税金等調整前四半期純損失（△） △15,486 △5,810

法人税等 4,117 509

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △19,603 △6,320

四半期純損失（△） △19,603 △6,320
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【四半期連結包括利益計算書】
【第2四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第2四半期連結累計期間
(自 平成23年4月1日
　至 平成23年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自 平成24年4月1日
　至 平成24年9月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △19,603 △6,320

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △2,182 △624

為替換算調整勘定 347 135

その他の包括利益合計 △1,834 △488

四半期包括利益 △21,438 △6,808

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △21,438 △6,808

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第2四半期連結累計期間
(自 平成23年4月1日
　至 平成23年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自 平成24年4月1日
　至 平成24年9月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △15,486 △5,810

減価償却費 4,487 4,048

のれん償却額 29 29

賞与引当金の増減額（△は減少） △167 △45

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △44 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 46 61

貸倒引当金の増減額（△は減少） △447 17

受取利息及び受取配当金 △152 △100

支払利息 64 87

為替差損益（△は益） 533 313

固定資産除売却損益（△は益） 792 △43

投資有価証券売却損益（△は益） － △9

投資有価証券評価損益（△は益） 16 233

関係会社清算損益（△は益） 209 －

事業構造改善費用 9,678 －

売上債権の増減額（△は増加） 6,664 △4,401

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,607 △465

仕入債務の増減額（△は減少） △7,604 3,310

その他 2,453 9,263

小計 4,681 6,486

利息及び配当金の受取額 153 100

利息の支払額 △64 △87

法人税等の支払額 △255 △275

法人税等の還付額 2,632 48

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,148 6,273

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 1,605 1,500

有形及び無形固定資産の取得による支出 △3,123 △3,483

有形及び無形固定資産の売却による収入 301 159

投資有価証券の取得による支出 △6 △50

投資有価証券の売却による収入 1 54

貸付けによる支出 － △2

貸付金の回収による収入 11 9

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,209 △1,813
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(単位：百万円)

前第2四半期連結累計期間
(自 平成23年4月1日
　至 平成23年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自 平成24年4月1日
　至 平成24年9月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △303 －

長期借入れによる収入 75 －

長期借入金の返済による支出 △75 －

リース債務の返済による支出 △324 △311

自己株式の取得及び売却による収支 △0 △0

配当金の支払額 △962 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,591 △313

現金及び現金同等物に係る換算差額 △396 △220

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,951 3,926

現金及び現金同等物の期首残高 17,107 19,490

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 21,058

※1
 23,416

EDINET提出書類

日本写真印刷株式会社(E00703)

四半期報告書

15/21



【会計方針の変更等】

　
当第2四半期連結累計期間

(自  平成24年4月1日  至  平成24年9月30日)

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第1四半期連結会計期間より、平成24年4月1日以後に取得し

た有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

なお、この変更による当第2四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第2四半期連結累計期間

(自　平成24年4月1日　至　平成24年9月30日)

1．税金費用の計算

税金費用については、当第2四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益又は税引前当期純損失

に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失に当該見

積実効税率を乗じて計算しております。ただし、見積実効税率を使用できない場合には、法定実効税率を使用して

おります。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

  1  受取手形割引高

　
前連結会計年度
(平成24年3月31日)

当第2四半期連結会計期間
(平成24年9月30日)

受取手形割引高 350百万円 350百万円

　

※2  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。

なお、当第2四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　
前連結会計年度
(平成24年3月31日)

当第2四半期連結会計期間
(平成24年9月30日)

受取手形 250百万円 142百万円

支払手形 18 46
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(四半期連結損益計算書関係)

※1  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　
前第2四半期連結累計期間
(自  平成23年4月1日
至  平成23年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自  平成24年4月1日
至  平成24年9月30日)

賞与引当金繰入額 327百万円 289百万円

役員賞与引当金繰入額 △25 ―

貸倒引当金繰入額 △112 19

退職給付費用 86 102

給与 1,724 1,611

減価償却費 749 795

荷造発送費 548 582

　
※2  事業構造改善費用

前第2四半期連結累計期間(自  平成23年4月1日　至  平成23年9月30日)

構造改革強化策の実施に伴う固定資産の減損損失(6,528百万円)及び希望退職者募集に伴う特別加算金・再

就職支援プログラム費用等に係る事業構造改善引当金繰入額(3,150百万円)であります。

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※1  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

は、次のとおりであります。

　
前第2四半期連結累計期間
(自  平成23年4月1日
至  平成23年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自  平成24年4月1日
至  平成24年9月30日)

現金及び預金 21,058百万円 23,664百万円

預入期間が3か月を超える定期預金 ― △248

現金及び現金同等物 21,058 23,416

　
(株主資本等関係)

前第2四半期連結累計期間(自  平成23年4月1日  至  平成23年9月30日)

1．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年6月24日
定時株主総会

普通株式 965 22.50平成23年3月31日 平成23年6月27日 利益剰余金

　
2．基準日が当第2四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第2四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
当第2四半期連結累計期間(自  平成24年4月1日  至  平成24年9月30日)

1．配当金支払額

該当事項はありません。

　
2．基準日が当第2四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第2四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第2四半期連結累計期間(自  平成23年4月1日  至  平成23年9月30日)

1．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

調整額
(注)2

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)3産業資材 ディバイス

情報コミュ
ニケーショ
ン

その他
(注)1

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 20,95714,4858,524 119 44,087 ― 44,087

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

7 ― ― 535 542 △542 ―

計 20,96514,4858,524 654 44,630△542 44,087

セグメント利益又は損失(△) △110 △1,441 △127 141 △1,538△2,643△4,181

(注) 1. 「その他」の区分は不動産事業、人材派遣事業等であります。

2. セグメント利益又は損失(△)の調整額△2,643百万円には各報告セグメントに配分していない全社費用等が含

まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

3. セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　
2．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

「産業資材」、「ディバイス」及び「情報コミュニケーション」のセグメントにおいて、構造改革強化

策の実施に伴う減損損失を計上しており、特別損失の「事業構造改善費用」に含めて表示しております。

なお、当該減損損失の計上額は「産業資材」が4,848百万円、「ディバイス」が1,626百万円、「情報コ

ミュニケーション」が53百万円であります。

　
Ⅱ  当第2四半期連結累計期間(自  平成24年4月1日  至  平成24年9月30日)

1．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

調整額
(注)2

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)3産業資材 ディバイス

情報コミュ
ニケーショ
ン

その他
(注)1

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 14,90312,9688,573 41 36,486 ― 36,486

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― 447 447 △447 ―

計 14,90312,9688,573 489 36,934△447 36,486

セグメント利益又は損失(△) 330 △2,777 △93 122 △2,417△2,662△5,080

(注) 1. 「その他」の区分は不動産事業、人材派遣事業等であります。

2. セグメント利益又は損失(△)の調整額△2,662百万円には各報告セグメントに配分していない全社費用等が含

まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

3. セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　
2．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(1株当たり情報)

1株当たり四半期純損失(△)及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第2四半期連結累計期間
(自  平成23年4月1日
至  平成23年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自  平成24年4月1日
至  平成24年9月30日)

1株当たり四半期純損失(△) △456円79銭 △147円27銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純損失(△)(百万円) △19,603 △6,320

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失(△)(百万円) △19,603 △6,320

普通株式の期中平均株式数(千株) 42,916 42,915

(注)  潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、1株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

　

　

2 【その他】

第94期(平成24年4月1日から平成25年3月31日)中間配当については、平成24年11月9日開催の取締役会に

おいて、これを行わない旨を決議いたしました。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

　
平成24年11月9日

日本写真印刷株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　佃　 　弘  一　郎　　　印

業 務 執 行 社 員 　

　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　三　 浦　 宏　 和　　　印

業 務 執 行 社 員 　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本写
真印刷株式会社の平成24年4月1日から平成25年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間(平成
24年7月1日から平成24年9月30日まで)及び第2四半期連結累計期間(平成24年4月1日から平成24年9月30日ま
で)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利
益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本写真印刷株式会社及び連結子会社の平成
24年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ
・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) 1.  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

2.  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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